
R4_47210_沖縄県糸満市

（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  848,812  676,411  380,374  196,037  100,000  -  104,531 67,870 

1 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染拡大防止
事業（庁舎
管理分）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 11,383 11,383 11,383 

①新型コロナウィルス感染症対策として役所が感染源となること
のないよう共用スペース等の除菌・アルコール等設置・蔓延期
の出入り口の制限などの感染予防対策を実施する必要があ
る。
②③
・消耗品費　1,095,000円
　　アルコール6,000円×8本×12月×1.08＝622,080円
　　液体石鹸　2,800円×8本×12月×1.1＝295,680円
　　ﾀｵﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ3,390円×10箱×1.1＝37,290円
　　ｱｸﾘﾙﾊﾟﾈﾙ 2,540円×50枚×1.1＝139,700円
・感染防止対策委託業務　5,098,000円
　　1,480円×7.75×202日×２名×1.1＝5,097,268円
・感染拡大防止のための換気対策工事（サッシ工事）
　　設計監理委託業務　 429,000円
　　工事費 3,603,000円
・議場用空気清浄機（１台）305,800円
・ポータブルアンプ　387,200円×2台×1.1＝851,840円
　　備品計1,158,000円　　合計　11,383,000円
④市民、職員、会議・研修・講習参加者

－ － － － R4.5 R5.3 施設でのコロナクラスター発生件
数ゼロ

ホームページにて周知 R4補正（地）

2 R3 単 －
テレワーク
環境構築事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 16,335 16,335 16,335 

①新型コロナウイルス感染症拡大防止にむけて、在宅勤務対
応PCを調達し、市役所職員による在宅勤務を可能とする環境を
確保する。
②在宅勤務用PCの購入費用（備品購入費）
③16,335千円（在宅勤務用PC数106台、入札）
④行政機関（糸満市役所）

－ － － － R4.6 R5.3

コロナウイルスによる要因で自宅
待機が必要となった者のうち、無
症状等で自宅勤務が可能な職員
については、持ち帰りの利用率
100%

ホームページにて周知 R4補正（地）

3 R3 単 －
保育実施事
務事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,585 1,585 1,585 

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、保育施設へ登
園を自粛した世帯への保育料、給食費の減免・還付業務におい
て事務人員の体制拡充を行うことで住民生活の迅速な支援を
図る。
②パート会計任用人件費（報酬、共済費、通勤手当）及び正規
職員の時間外手当
③新採用パート会計任用職員１人報酬1,132千円(10月分)、期
末手当139千円、通勤手当20千円、社会保険料203千円、正規
職員時間外手当1人分254千円、保育料の減免通知用封筒
24,000部198千円
④糸満市

－ － － － R4.4 R4.9 減免実施施設47件 ホームページにて周知 R4補正（地）

4 R3 単 －

認可外保育
施設新型コ
ロナウイル
ス感染症対
策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,901 1,901 1,901 

①認可外保育施設での登園自粛に係る減免費用を支援するこ
とで、減免制度の実施を促進し保護者の登園自粛の判断を容
易にし、登園自粛によって新型コロナウイルス感染症の感染リ
スクを軽減する。
②認可外保育施設に対する保育料減免にかかった経費の補助
③対象4施設に通う園児の年間の保育料減免分3,151,000円（月
平均30名程度、月額262,580円、登園自粛要請月数12月）
④認可外保育施設

－ － － － R4.4 R5.3 減免実施施設4件 ホームページにて周知 R4補正（地）

5 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,500 500 500 1,000 

（保育士等業務効率化推進事業（保育所等におけるICT化推進
等事業）
①園児の登降園を管理する機能や、保護者との連絡に関する
機能を有するシステム導入を支援し、新型コロナウイルス拡大
防止のための迅速な連絡体制の構築や、登園自粛に伴う園児
の管理の効率化を図る。
②業務の ICT 化等を行うためのシステム導入経費
③補助額最大750千円×3施設（負担割合国1,500千円、市750
千円）
④保育施設3施設

－ － － － R4.4 R5.3 システムの導入件数3件 ホームページにて周知 R3補正（国）

6 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 21,743 10,872 10,872 10,871 

（保育対策事業費補助金（保育環境改善等事業のうち新型コロ
ナウイルス感染症対策支援事業））
①保育所等において、感染症に対する強い体制を整え、感染症
対策を徹底しつつ、保育を継続的に実施していくために必要な
経費のほか、消毒に必要となる経費を補助する。
②マスクや消毒液、感染防止用の備品購入費、職員等のかか
り増し経費、研修受講等
③市内保育所等（51施設）のアルコール等購入に係る経費
21,743千円
うち直接補助分（5施設）消耗品費2,000千円、備品購入費500千
円、うち間接実施分（46施設）補助金19,243千円
④市内保育所等（51施設）

－ － － － R4.4 R5.3 対象施設でのクラスター発生0件 ホームページにて周知 R3補正（国）

7 R3 補 －
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 13,100 4,368 4,368 4,366 4,366 

①新型コロナウイルスの感染防止のため放課後児童クラブを利
用自粛した保護者に、放課後児童クラブが返還する日割り利用
料について財政的支援を行う。
②③
・利用料減免事業
　4月1日～9月30日の利用自粛児童数（見込）41,341人
　1人当たり日額500円（上限）
　19施設、41,341人、13,100,000円
（補助率　国・県・市各1/3）
　国：4,366,000円、県：4,366,000円、市：4,368,000円
　※その他財源欄は県負担分
④放課後児童クラブ

－ － － － R4.4 R4.9 支給率100% ホームページにて周知 R3補正（国）

8 R3 補 －
保育対策総
合支援事業
費補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 600 300 300 300 

（保育対策事業費補助金（保育環境改善等事業のうち新型コロ
ナウイルス感染症対策支援事業））
①保育所等において、感染症に対する強い体制を整え、感染症
対策を徹底しつつ、保育を継続的に実施していくために必要な
経費のほか、消毒に必要となる経費を補助する。
②マスクや消毒液、感染防止用の備品購入費等
③児童センター（2施設）のアルコール等購入費（消耗品費）及
び非接触型体温側器等（備品購入費）600千円
※補助所要額の市町村負担分300千円（×1/2）
④市内児童センター（2施設）

－ － － － R4.4 R5.3 対象施設でのクラスター発生0件 ホームページにて周知 R3補正（国）

9 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症自宅療
養者支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 5,588 5,588 5,588 

①新型コロナウイルス感染症陽性による自宅療養者のうち、親
族等から支援を受けることが困難な方に対して、食料等の提供
や電話による状況確認を実施するなど、安心して自宅療養がで
きるよう支援する。
②③　5,588千円
・パート会任職　報酬　1,011千円
・職員手当   18千円
・共済費　154千円
・旅費　 34千円
・需用費（ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾚﾄﾙﾄごはん、飲料水等）282千円
・役務費（申請や決定通知書送付分）　34千円
・委託料（物資配送等委託料）　4,055千円
④市民

－ － － － R4.4 R5.3

支援を必要とする自宅療養者へ
迅速な支援を実施、感染拡大防
止を図る。配送・電話対応等月
100件

ホームページにて周知 R4補正（地）

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

380,374                                                                             

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

79,803                                                                                                                                    

-                                                                                                                                           

100,000                                                                      

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付対象経費

-                                                                               

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

沖縄県

糸満市

47210

企画部行政経営課

伊敷　寛之

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

196,037                                                                             

186,037                                                                             

10,000                                                                               

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                               

個人を対象
とした給付

金等

756,214                                                                                                                                   

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

27,620                                                                                                                                    

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

380,374                                                                                                                                   

3,355                                                                                                                                      

196,037                                                                                                                                   

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

65,345                                                                                                                                    

196,037                                                                      

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                               

27,620                                                                        

★★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

098-840-8193 284,054                                                                                                                                   

machitowork@city.itoman.lg.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

100,000                                                                             

-                                                                                      

100,000                                                                             

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

179,803                                                                                                                                   

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                      

地方単独事業費 -                                                                                      

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                               

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

100,000                                                                      

配分予定額計 676,411                                                                      

32,451                                                                               

-                                                                               

380,374                                                                      

347,923                                                                             

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

196,037                                                                      

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                      

352,754                                                                      



R4_47210_沖縄県糸満市Ａ
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

10 R3 単 －
畜産農家経
営継続支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 8,304 8,304 8,304 

①コロナの影響により学校給食等による牛乳の出荷制限の影
響受けた市内酪農家を対象に支援し、経営の継続を図り需要
促進へ繋げたい。
②③　115頭×72,206円(乳用牛1頭あたりの1カ月の飼料購入
費)＝8,304千円
④市内酪農家(3農家)

－ － － － R4.4 R5.3 保有頭数(115頭)の維持
ホームページにて周知
対象農家へ説明会開催

R4補正（地）

11 R3 単 －
地産地消食
材提供事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 5,916 5,916 5,916 

①コロナ禍の中、外食チェーンや大手スーパー、個人などの消
費低迷により、野菜農家の経営が非常に厳しい状況となってい
るため、市内小中学校の学校給食における食材費のうち糸満
市で生産された野菜類の費用に対して補助を行い、地産地消を
図るとともに、市内で経営される農家の生産基盤を守る。また、
果樹類中でもパッションフルーツの消費が低迷していることか
ら、市内小中学校の学校給食で市内産のパッションフルーツを
加工したゼリーの提供を行い、地産地消を図るとともに、市内で
経営される農家の生産基盤を守る。
②・③
・学校給食への食材提供（糸満産野菜の活用推進）
21,856㎏(※1)×230円(※2)＝5,026,880円
※1　糸満産野菜年間消費量
※2　県内外野菜の価格と糸満産野菜の価格の平均差額
・パッションフルーツゼリーの提供
70,000円(一次加工費)+752,724円(2次加工費)+65,818円(消費
税)＝888,542円
④農家、市内小中学生

－ － － － R4.4 R5.3

学校給食において使用される野
菜は市内産を使用し、農家の所得
向上につなげる。
36,965㎏のうち32,716㎏を糸満産
野菜で消費する

ホームページにて周知
給食センター及び関係事業者へ説
明会開催

R4補正（地）

12 R3 単 －

緊急対応型
雇用創出
（農道環境
美化）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 4,792 4,792 4,792 

①新型コロナウィルス感染拡大の影響により雇止めにあった市
民を雇用し、雇用の維持に努める。
②農道環境美化対策事業に係る経費を対象とする。
③
・人材派遣委託料（1名×7ヶ月+1名×5ヶ月）　2,608,622円
・需用費　383,000円
　燃料費18,000円(台/月)×1台×11ヶ月=198,000円
　消耗品代185,000円
・役務費　810,000円
　廃棄物処分費810,000円
・使用料　　831,160円
　2ｔダンプリース料　 9ヶ月＝794,200円
　クレーン付きトラックリース料　1式＝36,960円
・備品購入費　158,000円
④人材派遣会社

－ － － － R4.5 R5.3 ５人雇用 ホームページにて周知 R4補正（地）

13 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染拡大防止
事業（農村
環境改善ｾﾝ
ﾀｰ）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 306 306 306 

①新型コロナウイルス感染症対策として本施設が、感染源とな
ることがないよう、感染予防を徹底する。ホールと研修室での飛
沫防止のため、アクリルパネルにより、テーブル隣席との間に仕
切りを設けることにより、飛沫感染予防を徹底する。
②③
・消耗品費　アクリルパネル　1式（75組）　305,250円
④市民、研修室、ホール及び共有スペース、職員

－ － － － R4.4 R4.12
施設でのコロナクラスター発生件
数ゼロ

ホームページにて周知 R4補正（地）

14 R3 単 －

緊急対応型
雇用創出
（道路環境
美化）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 18,032 18,032 18,032 

①新型コロナウィルス感染拡大の影響により雇止めにあった市
民を雇用し、雇用の維持に努める。
②道路環境美化対策事業に係る経費を対象とする。
③
・人材派遣委託料　1２,8０９,000円
・需用費　４８４,000円
　燃料費1９,334円(台/月)×1台×12ヶ月=2３２,000円
　消耗品代252,000円
・役務費　3,３６３,000円
　廃棄物処分費２８０,２５0円×12ヶ月=3,３６３,000円
・使用料　1,392,000円
　2ｔダンプレンタル料 11４,６６７円/台・月×12ヶ月＝1,３７６,000
円
④人材派遣会社

－ － － － R4.4 R5.3 ５人雇用 ホームページにて周知 R4補正（地）

15 R3 単 －
公共的空間
安全・安心
確保事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 61,882 61,882 61,882 

①西崎運動公園内「野球場」の観覧席を、現状の長椅子ベンチ
式から１人掛けベンチに取り換えることにより、観客の管理をし
やすくし、ソーシャルディスタンスを図ることで、感染症対策に寄
与させるものとする。西崎運動公園内のトイレの和式便器を洋
式に取替、水栓を取り替えることにより感染症対策を実施するも
のとする。これらの対策を講じることにより、感染症拡大防止へ
の対応として生活支援に必要な施設の整備費用を行う。また、
アフターコロナにおける施設の有効活用を目指すものとする。
②ベンチ取替及びトイレの便器、水栓取替に係る整備費用
③野球場 約1,450席
設計、工事請負費　61,882千円
④市都市計画課

－ － － － R4.4 R5.3 施設でのコロナクラスター発生件
数ゼロ

ホームページにて周知 R4補正（地）

16 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症予防対
策事業（防
疫等作業手
当）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 7,872 7,872 7,872 

①新型コロナウイルス感染症対策として、防疫作業に係る特例
措置を講ずるため、特殊勤務手当を支給する。
②特殊勤務手当
③特殊勤務手当　7,872千円
 　164名/月×4千円×12ヶ月＝7,872千円
④消防本部

－ － － － R4.4 R5.3 手当支給率100％ ホームページにて周知 R4補正（地）

17 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染症予防対
策事業（抗
ウイルス・抗
菌加工等）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,057 1,057 1,057 

①新型コロナウイルス感染症対策として、感染源となる救急車
内を抗ウイルス・抗菌加工を実施する。消防庁舎内のアルコー
ル消毒や、感染防護衣等の洗浄のため乾燥機、大型洗濯機の
設置する。
②需用費・役務費・委託料・備品購入費
③
・需用費　395千円
アルコール消毒液　（5L）　×　20本＝　176,990円
ニトリルグローブ（ビニール手袋）　200箱＝217,800円
・委託料　432千円
抗ウイルス・抗菌加工施行業務　107,800（1台）×4台＝431,200
円
・備品購入費　230千円
乾燥機、大型洗濯機（1台）　＝　230,000円
④消防本部

－ － － － R4.4 R5.3 感染対策を講ずることにより消防
署内のクラスターを０件とする。

ホームページにて周知 R4補正（地）

18 R3 単 －

学校の新型
コロナウイ
ルス感染症
対策支援事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,341 1,341 1,341 

①目的・効果
市内全学校の感染状況の詳細な把握・情報整理・学校PCR検
査チームとの連携調整を行い、感染症拡大の恐れがある学校
の運営を支援する。
　(1)学校PCR検査チームと連携調整・検査キッドの受渡
  (2)学校の新型コロナウイルス感染症の情報把握・まとめ・問い
合わせ・保護者等からの電話受付等
②交付金を充当すべき経費内容
人件費（報酬、手当、社会保険料）1人分
③積算根拠（対象数、単価等）
人件費：事務補助員相当（6H、週5日、月額）1人分
報酬：1,018千円（113,109円×9月＝1,017,981円）
通勤手当：38千円（4,200円(8.6km)×9月=37,800円）
期末手当：111千円（110,846円）
共済費:83千円（82,360円）
合計：1,341千円（1,340,496円）
④市学校教育課

－ － － － R4.5 R5.3
学校と教育委員会ｔの連携を強化
するため会計年度任用職員を１名
採用する

ホームページにて周知 R4補正（地）

19 R3 補 －
学校保健特
別対策事業
費補助金

文部科学省 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 22,050 11,025 11,025 11,025 

（学校等における感染症対策等支援事業）
①各学校が新型コロナウイルス感染症対策等を講じる取組及
び児童生徒の学びの保障をするための取組 を実施するに当た
り、校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができるよう、学
校教育活動の円滑な運営を支援する。
②消毒液等の感染症対策消耗品・備品、学習保障支援費
③市立小中学校児童生徒数：6,562人　全17校
※米須小・三和中大度分校は同一施設で1校と換算
500人以上：6校　　　　　　事業費：1,800,000円/校
500人未満～300人：3校　事業費：1,350,000円/校
300人未満：8校　　　　　　事業費：900,000円/校
総事業費：22,050,000円
④市立小中学校17校

－ － － － R4.4 R5.3 学校におけるクラスター感染の発
生を０件とする。

ホームページにて周知 R3補正（国）
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分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
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基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

20 R3 単 － 学校運営継
続支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,221 1,221 1,221 

①新型コロナウイルス感染症の家庭内感染、若年者感染が広
がる中、小中学校内の感染防止対策強化と学びの保証や学習
機会の確保のため、教員が行ってきた多様な作業や業務をサ
ポートし、教員が学習や子供たちに向き合う時間を確保するた
め、市内小中学校にスクールサポートスタッフを配置する。併せ
て学校運営を継続するための通信手段（レンタル携帯）を増設
し、学級閉鎖等の保護者連絡対応に活用することで学校内の
感染拡大を防ぐ。
②スクールサポートスタッフ人件費、通信運搬費
③
・スクールサポートスタッフ（会計年度任用職員）の給与
　1,040千円
・通信運搬費（携帯電話使用料）
　54,750円×3台×1.1＝181千円
合計　1,221千円
④市内小中学校

－ － － － R4.4 R5.3 学校におけるクラスター感染の発
生を０件とする。

ホームページにて周知 R4補正（地）

21 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染拡大防止
事業（換気
対策工事）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,058 1,058 1,058 

①新型コロナウイルス感染症対策として、劣化して開けることが
できなくなったオーニング窓を開閉可能にする必要がある。校舎
内の窓を定期的に換気することにより、空気が循環し感染のリ
スクを軽減することができる。以上の対策により、感染症拡大防
止策となる。
②校舎内にある外部サッシ修繕を実施し、換気することにより感
染症対策。
③工事費：サッシ修繕一式（7ヵ所） 1,058千円
④生徒、教職員、一般市民等（学校訪問者等）

－ － － － R4.6 R4.10
学校におけるクラスター感染の発
生を０件とする。

ホームページにて周知 R4補正（地）

22 R4 単 ○

糸満市商品
券事業（電
力・ガス・食
料費高騰
分）

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○
③消費下支え
等を通じた生

活者支援
58,045 58,045 58,045 

①新型コロナウイルス感染症が長期化するなか、物価高騰に直
面する市内店舗における販売促進を図るとともに、市内の消費
喚起及び及び市民生活を支える目的として、「糸満市地域経済
とくらしを支える商品券事業」によりプレミアム商品券の販売を
行う。（No.22、No.23、No.48同事業）
②事業費：145,200,000円
③負担金　114,000,000円
　　A券：一冊4,000円分を2,000円で販売（市負担2,000円）
　　B券：一冊3,000円分を2,000円で販売（市負担1,000円）
　　A券：2,000円× 38,000部＝76,000,000円
　　B券：1,000円×38,000部＝38,000,000円
・事務費 31,200,000円
　委託先職員分 9,929,480円（日給41,020円×14日、日給22,960
円×70日、日給20,300円×184日、時給1,100円×3,648時間）
　法定福利費　646,359円　報償費　387,200（8,800円×44日）
　水道光熱水費　480,000円　委託料　288,000円
　レンタル・リース154,000（コピー機、Wi-Fi2台等）
　印刷製本費　8,095,000円　広告宣伝費　250,000円
　通信費　1,900,000円　燃料費　10,000円
　消耗品費　1,200,000円　（のぼり、ファイル、保管箱等）
　雑費　 2,187,235円（振込、販売手数料）
　一般管理費　2,836,363円　消費税　2,836,363円
　内、No22の充当額は58,045千円
④糸満市内事業者、糸満市民

－ － － － R4.6 R5.3 商品券の販売率　100％
 商品券の換金率　100％

市ＨＰ及び広報紙等 R4補正（地）

23 R4 単 ○

糸満市商品
券事業（物
価・燃料高
騰分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 48,929 48,929 48,929 

①新型コロナウイルス感染症が長期化するなか、物価高騰に直
面する市内店舗における販売促進を図るとともに、市内の消費
喚起及び及び市民生活を支える目的として、「糸満市地域経済
とくらしを支える商品券事業」によりプレミアム商品券の販売を
行う。（No.22、No.23、No.48同事業）
②事業費：145,200,000円
③負担金　114,000,000円
　　A券：一冊4,000円分を2,000円で販売（市負担2,000円）
　　B券：一冊3,000円分を2,000円で販売（市負担1,000円）
　　A券：2,000円× 38,000部＝76,000,000円
　　B券：1,000円×38,000部＝38,000,000円
・事務費 31,200,000円
　委託先職員分 9,929,480円（日給41,020円×14日、日給22,960
円×70日、日給20,300円×184日、時給1,100円×3,648時間）
　法定福利費　646,359円　報償費　387,200（8,800円×44日）
　水道光熱水費　480,000円　委託料　288,000円
　レンタル・リース154,000（コピー機、Wi-Fi2台等）
　印刷製本費　8,095,000円　広告宣伝費　250,000円
　通信費　1,900,000円　燃料費　10,000円
　消耗品費　1,200,000円　（のぼり、ファイル、保管箱等）
　雑費　 2,187,235円（振込、販売手数料）
　一般管理費　2,836,363円　消費税　2,836,363円
　内、No23の充当額は48,929千円
④糸満市内事業者、糸満市民

－ － － － R4.6 R5.3 商品券の販売率　100％
 商品券の換金率　100％

市ＨＰ及び広報紙等 R4補正（地）

24 R3 単 ○

糸満市子育
て世帯生活
応援給付金
事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 72,288 72,288 72,288 

①コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けた子育
て世帯の負担軽減のため、生活応援給付金を支給し、生活の
支援を行う。
②給付金及び支給に係る経費
③給付金13,478人×5,000円（児童1人当たり）=67,390千円、切
手7,000件×84円=588千円、振込手数料7,000件×330円=2310
千円、業務委託料2,000千円
④子育て世帯

－ － ○ － R4.7 R5.3 子育て世帯に対する給付金の支
給100％

対象世帯への通知、ホームページ
での周知

R4補正（地）

25 R4 単 ○

糸満市子育
て世帯生活
応援給付金
事業　第２
弾

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 71,323 71,323 71,323 

①コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けた子育
て世帯の負担軽減のため、生活応援給付金を支給し、生活の
支援を行う（第２弾）
②給付金及び支給に係る経費
③給付金13,385人×5,000円（児童1人当たり）=66,925千円、切
手7,000件×84円=588千円、振込手数料7,000件×330円=2310
千円、業務委託料1,500千円
④子育て世帯

－ － ○ － R4.7 R5.3 子育て世帯に対する給付金の支
給100％

対象世帯への通知、ホームページ
での周知

R4補正（地）

26 R3 単 ○

水道事業会
計繰出金
(水道料金
減免)

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 30,135 30,135 30,135 

①コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている
市民及び事業者の負担軽減を目的とする。
②水道事業会計に繰り出し、上水道料金の減免に係る費用
③令和4年7月～令和4年8月減免額
家事用 【(23,477件-232件)×521円】+(232件×261円)＝
12,171,197円
営業用 【(2,364件-30件)×1,095円】+(30件×548円)＝2,572,170
円
共　用 【(557件-1件)×521円】+(1件×261円)＝289,937円
※7月分小計　15,033,304円
家事用 【(23,571件-197件)×521円】+(197件×261円)＝
12,229,271円
営業用 【(2,372件-30件)×1,095円】+(30件×548円)＝2,580,930
円
共　用 【(560件-2件)×521円】+(2件×261円)＝291,240円
※8月分小計　15,101,441円
※7月分～8月分合計額　15,033,304円+15,101,441円＝
30,134,745円
④市民、事業者（公共施設を含まない）

－ － － － R4.7 R4.9 26,170件×2月＝52,340件減免
市ホームページ及び広報紙にて周
知

R4補正（地）

27 R4 単 ○
食材費高騰
による支援
補助金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 25,703 25,703 25,703 

①コロナ渦の中で高騰している食材費の増額分を負担し、継続
して搬入業者より安心安全な食材を購入することで、給食費の
負担軽減及び安定した給食を提供することができる。
②食材料費
③食材料費：25,702,142円
32,184,000円（R4支出額平均）×11ｹ月×7.26％（消費者物価上
昇率）＝25,702,142円
④市内生徒児童及びその保護者、糸満市立学校給食センター

－ － － － R4.4 R5.3

食材価格の高騰が学校給食に影
響を及ぼしているため、保護者の
負担である給食費増が懸念され
る。そのため、主なパン・牛乳・一
般物資の購入費に充て、給食費
の増は0円とする。

ホームページにて周知 R4補正（地）

28

29 R3 単 －

私立保育所
等食材料費
負担軽減事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 9,077 4,547 4,547 4,530 

①コロナ禍において物価高騰等に直面する中、保護者に新たな
負担を課すこと無く、保育所等においてこれまでどおりの栄養バ
ランスや量を保った給食が実施されるよう、食材料費負担軽減
給付金を給付する。
②食材料費負担軽減給付金　9,077千円（負担割合　県1/2、市
1/2）
③12円×給食等提供児童数×年間給食等提供日数
④私立認可保育所（小規模含む）、私立認定こども園（幼稚園型
除く）

－ － － － R4.4 R5.3 新たに保護者負担額の値上げを
実施する施設数0件。

ホームページにて周知 R4補正（地）

30 R3 単 －

認可外保育
施設食材料
費負担軽減
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 438 109 109 329 

①コロナ禍において物価高騰等に直面する中、保護者に新たな
負担を課すこと無く、保育所等においてこれまでどおりの栄養バ
ランスや量を保った給食が実施されるよう、食材料費負担軽減
給付金を給付する。
②食材料費負担軽減給付金　438千円（負担割合　県3/4、市
1/4）
③12円×給食等提供児童数×年間給食等提供日数
④認可外保育施設

－ － － － R4.4 R5.3 新たに保護者負担額の値上げを
実施する施設数0件。

ホームページにて周知 R4補正（地）

31 R3 単 －

放課後児童
クラブ食材
料費負担軽
減事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 549 275 275 274 

①コロナ禍において物価高騰等に直面する中、保護者に新たな
負担を課すことなく、放課後児童クラブで提供される軽食等の
量・質が維持されるよう、食材料費負担軽減給付金を給付す
る。
②食材料費負担軽減給付金　549千円（負担割合　県1/2、市
1/2）
③3円×677人×276日【17施設平均】＝560,556円≒549,000円
（※クラブ単位で端数処理）
④放課後児童クラブ

－ － － － R4.4 R5.3
おやつ代等の保護者負担額の値
上げを実施した児童クラブの施設
数0件

ホームページにて周知 R4補正（地）
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経済対策との関係
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国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国
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予

算

年

度
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経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

32 R3 単 －
女性デジタ
ル教育・就
労支援事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 9,900 9,900 9,900 

①新型コロナウイルス感染症対策として、在宅就業を希望する
女性に対し、市場価値の高いスキルを身につけるためのデジタ
ル教育を実施するとともに、就労に係る企業とのマッチングなど
一貫としたサポートを提供する。
②③
・委託料9,900千円
④市内在住の女性

－ － － － R4.10 R5.3

女性テレワーカーの育成として、
資格取得率80％、就労マッチング
企業数5社以上、 就労率80％とす
る。

市ＨＰ、広報誌等で周知 R4補正（地）

33 R3 単 － 修学旅行等
支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 1,160 1,160 1,160 

①安全安心な修学旅行等を実施するため、新型コロナウイルス
感染症の影響により市立小中学校の修学旅行等について、以
下の1～4の料金が発生した場合、保護者や学校の負担を軽減
するため必要な補助金を交付する。
　また、修学旅行等が円滑に実施されることによって、観光業等
を中心とした地域経済活動が活性化し、経済活動の好循環が
期待される。
1修学旅行中止によるキャンセル料金
2修学旅行不参加となった児童生徒のキャンセル料金
3別日程へ変更した場合の追加的費用
4感染予防対策でバス増便が必要となった場合の追加的費用
②負担金補助金及び交付金
③修学旅行等の中止・延期・変更に要する手数料　730,264円
（校）
　バス増便にかかる料金　429,170円（校）
　合計：1,160千円（1,159,434円）
④交付対象者　糸満市立小中学校

－ － － － R4.4 R5.3 キャンセル料の保護者負担０％。 市HP周知、各学校へ通知。 R4補正（地）

34 R3 単 －

公共施設に
おける新型
コロナウイ
ルス感染症
対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,190 3,190 3,190 

①新型コロナウイルス感染症対策として、抗菌コーティングを実
施し、市が管理を実施している各施設が、感染源となることがな
いよう、感染予防を徹底する。
②各施設の不特定多数の人が触る場所や設備
③3,074㎡(223ヶ所)×＠1,038＝3,190,812円≒3,190,000円
④18施設(障害者地域活動支援センター陽だまり・糸満市西崎
総合体育館・西崎陸上競技場・プール・糸満市西崎球場・糸満
市農村環境改善センター・糸満のくらし体感施設(いとまーる)・
西崎太陽児童センター・糸満がじゅまる児童センター・糸満市福
祉プラザすこやか館・子育て支援センターぬくぬく・子育て広場
ぽかぽか・子育て広場まかべ・生涯学習支援センター・青少年
センター・適応指導教室(とびうお教室）・中央図書館、願寿館)

－ － － － R4.9 R4.12 対象施設でのクラスター発生0件 ホームページにて周知 R4補正（地）

35 R3 単 －

新型コロナ
ウイルス感
染拡大防止
事業（オゾン
発生器等）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 277 277 277 

①新型コロナウイルス感染症防止対策
②消防庁舎内のウイルスの完全除染
③備品購入費（オゾン発生器　BT-180H）
　 1台　277千円
④消防本部

－ － － － R4.9 R5.3
感染症を講ずることにより消防署
内のクラスターを0件とする。

ホームページにて周知 R4補正（地）

36 R3 単 －

公立こども
園食材料費
負担軽減事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 982 982 982 

①コロナ禍において物価高騰等に直面する中、保護者に新たな
負担を課すこと無く、公立こども園においてこれまでどおりの栄
養バランスや量を保った給食を提供する。
②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）賄材料費
③賄材料費　12円×189人×280日＝635,040円
　ケータリング委託料　10円×124人×280日＝347,200円
④公立こども園（5園）、保護者

－ － － － R4.4 R5.3 新たに保護者負担額の値上げを
実施する施設数0件。

ホームページにて周知 R4補正（地）

37 R3 補 －
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 6,665 1,112 1,112 4,443 1,110 

（子ども・子育て支援交付金（利用者支援事業（母子保健型）））
①新型コロナウイルス感染症対策として母子手帳交付時の面
談を効率化することでハイリスク家庭を早期に把握し、支援につ
なげる。
②子育て世代包括支援センターにおける、母子保健ｺｰﾃﾞｨｰﾈｰ
ﾀｰ人件費等
③会任職2名（報酬、期末手当、共済費、通勤手当）6,551千円
消耗品・印刷製本費102千円、通信運搬費12千円
④糸満市

－ － － － R4.4 R5.3 母子手帳の交付時面談を全数実
施する。

ホームページや広報及びアプリに
て周知

R3補正（国）

38 R3 補 －
子ども・子育
て支援交付
金

内閣府 通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 4,059 677 677 2,706 676 

（子ども・子育て支援交付金（利用者支援事業（母子保健型）））
①新型コロナウイルス感染症対策として窓口来所を控えること
を避けるため、母子手帳交付時の来所をアプリ機能を拡張して
予約受付を実施する。密を避けて待機時間短縮や相談体制の
充実につながる。
②母子手帳アプリ使用料
③ｱﾌﾟﾘ使用料 4,059千円
④市民

－ － － － R4.10 R5.3 母子手帳交付件数のうちアプリ利
用しての予約受付を50％にする。

ホームページや広報及びアプリに
て周知

R3補正（国）

39 R3 単 －

緊急対応型
雇用創出
（イベント等
支援事業）

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 1,523 1,523 1,523 

①新型コロナウィルス感染拡大の影響により雇止めにあった市
民を雇用し、雇用の維持に努める。
②人材派遣委託（1名）
③人材派遣委託料
 （基本給）1,590円×8H×20日×5月×1名×1.1=1,399,200円
 （時間外）1,998円×56H×1名×1.1＝123,077円　　合計
1,522,277円
④人材派遣会社

－ － － － R4.11 R5.3 2人雇用 市ホームページにて周知 R4補正（地）

40 R3 単 － 観光誘客促
進事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 7,000 7,000 7,000 

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響で落ち込んでいる本
市の観光需要の回復を図るため、糸満市観光協会が実施する
観光誘客促進事業に対し、補助金を交付する。
観光誘客促進事業では、コロナで落ち込んでいる市内土産品等
から商品（主に特産品）を買い上げ、県外での観光物産フェ
アー、スポーツイベント等への来客者へ、買い取った特産品と割
引券が入った詰め合わせを贈呈し、今後の観光誘客につなげ
る。
②観光誘客促進事業補助金（商品買取費、旅費、印刷製本費、
広告宣伝費、郵送料、アンケート回収等）
③補助金　7,000,000円
④市観光協会、市内観光事業者等、観光誘客による二次的効
果を受ける事業者

－ － － － R4.9 R5.2 特産品配布件数
5,750品

市ホームページにて周知
糸満市観光協会から事業者へ周
知

R4補正（地）

41 R4 単 ○

いとまん事
業者支援給
付金（R3予
算分）

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 40,082 40,082 40,082 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価・燃
料高騰に直面し、売上が減少した市内事業者に対し、給付金に
よる事業継続支援を行う。（No.41、No.42同事業）
②業務委託料
③対象数：815業者、単価等：法人12万円（2160万円）、個人6万
円（3810万円）事業費（2160万+3810万）59,700千円、委託費
15,273千円　合計74,973千円
　内、No41の充当額は40,082千円
④市内事業者

－ － － － R4.11 R5.3 影響を受けている市内業者
1,500業者

ＨＰ、広報、横断幕、ラジオ、広報
車、商工会、観光協会、関係機関
等

R4補正（地）

42 R4 単 ○

いとまん事
業者支援給
付金（物価
高騰対応
分）

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑦中小企業に
対するエネル
ギー価格高騰

対策支援

34,918 7,914 7,914 27,004 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、物価・燃
料高騰に直面し、売上が減少した市内事業者に対し、給付金に
よる事業継続支援を行う。（No.41、No.42同事業）
②業務委託料
③対象数：815業者、単価等：法人12万円（2160万円）、個人6万
円（3810万円）事業費（2160万+3810万）59,700千円、委託費
15,273千円　合計74,973千円
　内、No42の充当額は7,914千円
④市内事業者

－ － － － R4.11 R5.3 影響を受けている市内業者
1,500業者

ＨＰ、広報、横断幕、ラジオ、広報
車、商工会、観光協会、関係機関
等

R4補正（地）

43 R4 単 ○

糸満市介護
サービス事
業所等あん
しん支援金
支給要綱

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

13,879 13,879 13,879 

①新型コロナウイルス感染症の拡大や原油高騰の影響による
諸物価の上昇などの影響を受けている市内の介護サービス事
業所等の利用者の安心した暮らしを守るため、あんしん支援金
を支給する。
②糸満市介護サービス事業所等あんしん支援金（1事業所
120,000円）
③115施設×120,000円＝13,800,000円、通信運搬費等79,000
円、合計13,879,000円
④市内の介護サービス事業所等

－ － － － R4.12 R5.3 介護サービス事業所等の物価高
騰を要因とする廃業0件

市ホームページにて周知、事業所
に通知

R4補正（地）

44 R4 単 ○

糸満市障害
福祉サービ
ス事業所等
あんしん支
援金支給要
綱

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

14,005 14,005 14,005 

①新型コロナウイルス感染症の拡大や原油高騰の影響による
諸物価の上昇などの影響を受けている市内の障害福祉サービ
ス事業所等の利用者の安心した暮らしを守るため、あんしん支
援金を支給する。
②糸満市障害福祉サービス事業所等あんしん支援金（1事業所
120,000円）
③県から指定を受けている（者）の施設67×120,000円＝
8,040,000円、同（児）の施設49×120,000円＝5,880,000円、通信
費等85,000円、合計14,005,000円
④市内の障害福祉サービス事業所等

－ － － － R4.12 R5.3 障害福祉サービス事業所等の物
価高騰を要因とする廃業0件

市ホームページにて周知、事業所
に通知

R4補正（地）

45 R4 単 ○

放課後児童
クラブ光熱
費負担軽減
事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

826 413 413 413 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受けた放課
後児童クラブの事業者の負担を軽減するため、光熱費高騰分
に相当する給付金を給付する
②光熱費負担軽減給付金　826千円（負担割合　県1/2、市1/2）
③826人【20施設】×1,000円＝826,000円
④放課後児童クラブ

－ － － － R4.4 R5.3 新たに保護者負担額の値上げを
実施する施設数０件。

ホームページにて周知 R4補正（地）

46 R4 単 ○
私立保育所
等光熱費負
担軽減事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

10,880 5,448 5,448 5,432 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受けている私
立保育所等の事業者の負担を軽減するため、光熱費高騰分に
相当する給付金を給付する。
②私立保育所等光熱費負担軽減給付金　10,880千円（負担割
合    県1/2、市1/2）
③3,500円×認可定員数(R4.4.1時点）
④私立認可保育所（小規模事業所を含む）、私立認定こども園
（幼稚園型を除く）

－ － － － R4.4 R5.3 新たに保護者負担額の値上げを
実施する施設数０件。

ホームページにて周知 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

47 R4 単 ○

認可外保育
施設光熱費
負担軽減事
業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

1,178 296 296 882 

①コロナ禍におけるエネルギー価格高騰の影響を受けている認
可外保育施設の事業者の負担を軽減するため、光熱費高騰分
に相当する給付金を給付する。
②認可外保育施設光熱費負担軽減給付金　1,178千円（負担割
合    県3/4、市1/4）
③3,500円×入所定員数（R4.4.1時点）
④認可外保育施設

－ － － － R4.4 R5.3
新たに保護者負担額の値上げを
実施する施設数０件。

ホームページにて周知 R4補正（地）

48 R3 単 ○
糸満市商品
券事業（R3
年度分）

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 38,226 38,226 38,226 

①新型コロナウイルス感染症が長期化するなか、物価高騰に直
面する市内店舗における販売促進を図るとともに、市内の消費
喚起及び及び市民生活を支える目的として、「糸満市地域経済
とくらしを支える商品券事業」によりプレミアム商品券の販売を
行う。（No.22、No.23、No.48同事業）
②事業費：145,200,000円
③負担金　114,000,000円
　　A券：一冊4,000円分を2,000円で販売（市負担2,000円）
　　B券：一冊3,000円分を2,000円で販売（市負担1,000円）
　　A券：2,000円× 38,000部＝76,000,000円
　　B券：1,000円×38,000部＝38,000,000円
・事務費 31,200,000円
　委託先職員分 9,929,480円（日給41,020円×14日、日給22,960
円×70日、日給20,300円×184日、時給1,100円×3,648時間）
　法定福利費　646,359円　報償費　387,200（8,800円×44日）
　水道光熱水費　480,000円　委託料　288,000円
　レンタル・リース154,000（コピー機、Wi-Fi2台等）
　印刷製本費　8,095,000円　広告宣伝費　250,000円
　通信費　1,900,000円　燃料費　10,000円
　消耗品費　1,200,000円　（のぼり、ファイル、保管箱等）
　雑費　 2,187,235円（振込、販売手数料）
　一般管理費　2,836,363円　消費税　2,836,363円
　内、No48の充当額は38,226千円
④糸満市内事業者、糸満市民

－ － － － R4.6 R5.3
商品券の販売率　100％
商品券の換金率　100％

市ＨＰ及び広報紙等 R4補正（地）

49 R3 単 ○

水道事業会
計繰出金
(水道料金
減免)第２弾

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 29,738 29,738 29,738 

①コロナ禍において原油価格や物価高騰の影響を受けている
市民及び事業者の負担軽減を目的とする。
②水道事業会計に繰り出し、上水道料金の減免に係る費用
③令和5年2月分～3月分減免額
家事用　(816,042円×31日)×50％＝12,648,651円
営業用　(172,504円×31日)×50％＝2,673,812円
共　用　(19,503円×31日)×50％＝302,297円
※2月分小計　15,624,760円
家事用　(816,042円×28日)×50％＝11,424,588円
営業用　(172,504円×28日)×50％＝2,415,056円
共　用　(19,503円×28日)×50％＝273,042円
※3月分小計　14,112,686円
※合計　15,624,760円(2月分)＋14,112,686円(3月分)＝
29,737,446円
④市民、事業者（公共施設を含まない）

－ － － － R4.7 R4.9 26,170件×2月＝52,340件減免
市ホームページ及び広報紙にて周
知

R4補正（地）

50 R4 補 ○
妊娠出産子
育て支援交
付金

厚生労働省 通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 88,107 10,000 10,000 58,682 19,425 

（妊娠出産子育て支援交付金（出産・子育て応援給付金））
①コロナ禍における物価高騰の影響を受ける全ての妊婦、子育
て家庭に対して、安心して出産子育てができるよう、様々なニー
ズに即した伴走型相談支援を充実し、経済的支援とあわせて一
体的に実施する。対象者が相談しやすく早期支援につなげる。
②、③会任職2名（報酬、共済費、通勤手当） 1,678千円
消耗品・印刷製本費197千円　通信運搬・手数料582千円　ｼｽﾃ
ﾑ委託料3,710千円　ｼｽﾃﾑ保守料940千円　出産子育て応援ｷﾞﾌ
ﾄ81,000千円
④妊婦・子育て家庭

－ － － － R5.2 R5.4以降 遡及対象者への相談・給付を
90％執行させる。

市ホームページ及び広報紙にて周
知

国補助に合わせた年
度末の事業化となり、
年度内の執行が困難
なため。

R4予備費（国）

51 R3 補 ○
地域女性活
躍推進交付
金

内閣府 通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 5,600 1,400 1,400 2,800 1,400 

（地域女性活躍推進交付金（寄り添い支援型プラス）
①新型コロナウイルス感染拡大により就業先から解雇されるな
ど生活や仕事の不安、閉じこもりから起こるDV被害・子育てや
介護に関する女性の困難や不安の解消をNPO法人の知見やノ
ウハウを活用し、孤独・孤立・自殺対策などを図る。
②、③委託料　5,600千円
④糸満市民対象

－ － － － R4.4 R5.3
・配布場所12か所
・生理用品配布数4,100個
・相談件数500件

広報誌、市HP、データ放送、生理
用品配布場所にチラシ配置

R3補正（国）

52 R3 補 －
疾病予防対
策事業費等
補助金

厚生労働省 通常交付金 ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロ
ナ下での感染症対

応の強化
○ － 4,339 1,168 1,168 2,171 1,000 

（疾病予防対策事業費等補助金（特定感染症検査等事業（緊急
風しん抗体検査等事業に限る））に限る）
①ウィズコロナにおけるその他の風しん等感染症対策、地域保
健医療推進対策等の事業を行うことにより、地域住民の健康増
進並びに疾病の予防及び治療を行い又は予防接種による健康
被害者を救済し、もって公衆衛生の向上に寄与することにより、
国民が安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくり
を推進することを目的とする。
②③風しん抗体検査委託料　3460千円
風しん無料クーポン券作成委託料　211千円
風しん無料クーポン券印刷費　324千円
風しん無料クーポン券発送費　348千円
④昭和37年4月2日から昭和54年4月1日の間に生まれた男性

－ － － － R4.4 R5.3 対象者の抗体保有率を90％に引
き上げる。

対象者に風しん抗体検査・予防接
種無料クーポン券を郵送配布。
広報にて周知

R3補正（国）

53 R3 補 ○

新型コロナ
ウイルス感
染症セーフ
ティネット強
化交付金

厚生労働省 通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 3,213 402 402 2,409 402 

（保護決定等体制強化事業）
①　新型コロナウイルス感染症の影響による要保護者からの生
活保護に関する面接相談及び保護の決定の件数の増加に対
応するため、必要な方へ必要な生活保護が滞りなく決定される
ように、生活保護面接相談員を１名配置して窓口体制の強化を
図る。
②、③
報酬  2,236,176円、職員手当等  484,505円、共済費  406,778
円、旅費  85,200円
④市民

－ － － － R4.4 R5.3
新型コロナ感染症拡大等に伴う生
活保護申請者の保護開始件数
10件

ホームページにて周知 R3補正（国）

54 R3 補 ○

新型コロナ
ウイルス感
染症セーフ
ティネット強
化交付金

厚生労働省 通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 5,012 627 627 3,758 627 

（生活困窮者自立支援の機能強化事業）
①新型コロナウイルス感染症の影響により生活が困窮した方の
相談が増加することから、自立相談支援機関へ２名の増員を図
り体制を強化する。また、社会福祉協議会へ生活福祉資金特例
貸付の申請補助として１名増員し、困窮者への貸付申請が速や
かに行われるよう支援する。
②・③
報酬　4,201,200円、職員手当　187,128円、共済費478,172円、管
理費　144,699円
④市民

－ － － － R4.4 R5.3 生活福祉資金 相談件数　1200件
自立相談支援件数　2500件

ホームページにて周知 R3補正（国）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

個人を対象
とした給付

金等

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）
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経済対策との関係
交付対象経
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予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）
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特定事業者
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事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
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個人を対象
とした給付
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紙など）
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事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）
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